
建設業の労働災害を防止しましょう！

建設業での労働災害発生状況や労働安全衛生法等の改正
を踏まえ以下の取組をお願いします
POINT

POINT

POINT

POINT

１
死亡災害ゼロへ！墜落・転落災害防止のためにリス
クアセスメントを実施しましょう！

２ 労働安全衛生法等の保護対象に個人事業者等が追加
されたことに対応した現場管理を行いましょう！

３

熱中症対策を講じましょう！４

高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管
理などの必要な措置を講じましょう！
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建設業における「墜落・転落」死傷災害推移
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建設業における死亡災害件数推移

全件数 内、「墜落・転落」

滋賀労働局労働基準部健康安全課（R8.6作成）

令和７年６月発生 死亡災害（配管工事）

〈発生状況〉

マンション新築工事現

場において、エレベー

ターホールから誤ってエ

レベーター昇降路に進入

し、エレベーター昇降路

底部まで墜落した。

エレベーター昇降路に

は足場が組まれていたが、

被災者の作業時には別業

者により撤去されていた。

【滋賀県内の建設業の労働災害発生状況】

建設工事現場における労働災害は依然と
して墜落・転落によるものが最も多く、滋
賀県内での死亡災害では半数が墜落・転落
災害によるものとなっている。

死亡災害の半数が
墜落・転落災害



リスクアセスメントの目的は、建設工事現場に潜在する労働災害の原因となる
「危険性又は有害性」を見つけ出し、リスクを見積り、評価し、そのレベルに応
じたリスクの低減対策を講じることにより、労働災害の減少を図ることです。
リスクアセスメントを現場全体で実施、その結果を共有することで、以下の効

果が期待できます。

墜落・転落災害防止のために
リスクアセスメントを実施しましょう！１

１ なぜリスクアセスメントが必要か

現場や作業におけるリスクが明確になる

リスクに対する認識を現場全体で共有できる

安全衛生対策の合理的な優先順位が決定できる

現場で守るべきルールの理由が明確になる

危険に対する感受性が高まる

２ リスクアセスメントの基本的な手順

工事の進捗に応じて、現場の状況や作業を行う
場所は日々刻々と変わり、新たな墜落危険箇所

が発生します。
工事の計画や日々の現場巡視により、新たな墜落

・転落危険箇所などの危険源の特定を行い、速やか
に墜落防止対策の検討・実施を図ってください。

【例】工事によって建設された新たな
構造物の上部や掘削・盛土された法面
等の上で新たに作業を行う場合

労働安全衛生法第28条の２に
より、建設業等の事業者は危
険性又は有害性等の調査を実
施（リスクアセスメント）し、
その結果に基づいて検討した
災害防止対策により、未然に
労働災害を防ぐことが努力義
務事項とされています。また、
リスクアセスメントの適切か
つ有効な実施のために「危険
性又は有害性等の調査等に関
する指針」が
公表されてい
ます。資料等
はこちら➡
（厚生労働省HP）

スタート

手順１ 業務活動の分類
工程別（鉄骨工事、型枠工事、設備工事など）・作業手順別に
業務活動の分類を行う。

手順２ 危険源の特定
分類した業務活動ごとに機械・設備、原材料、作業行動や環境
などにおける危険源を特定する。

手順３ リスクの見積りと評価
特定した危険源に対しリスクの見積りと優先度（リスクレベ
ル）の評価を行う。方法は次ページ参考。

手順４ リスク低減措置の検討
リスクレベルに応じて、リスクの除去や低減措置を検討する。
低減措置はできるだけ複数の検討を行う。低減措置には優先順
位があり、次ページ参考。

手順５ リスク低減措置の実施 合理的に選択したリスク低減措置を実施する。

注

工事進捗後のリス
クアセスメント実
施・対策漏れ
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３ リスクの見積もりと評価の例

４ リスクの低減措置の優先順位

（リスクレベル）

◆残留リスク対策の確実な実施について 危険源に対してリスク低減措置を講じた後でもリ
スクがゼロにならず、リスクが残ってしまうこと
があります。そういった残留リスクの管理や現場
内での共有も徹底しましょう。

設備上の改善。手すり・囲いなど。

危険な作業の廃止・変更、より安全な施工方法への変
更など。

表示、立入禁止柵、教育訓練など。

上記①～③の措置を講じた場合においても、除去・低減しき
れなかったリスクに対して実施するものに限られます。



参考 リスクアセスメント参考様式

【リスクアセスメント参考様式】

一般的なリスクアセスメントの様式
は上表のようなものですが、建設業
では「作業手順書」や「危険予知活
動（ＫＹ）表」にリスクアセスメン
トの手法を取り入れた取り組みも有
効ですので、どういった形で行うの
か検討してください。
右表はＫＹ活動表にリスクアセスメ
ントを取り入れた例です。

R6.4.1施行

R5.10.1施
行

R5.10.1施
行

法改正の詳細は
こちら↓
（厚生労働省HＰ）

参考 足場からの墜落防止措置について

足場からの墜落防止措置に関しては法改正にも留意してくだ
さい。また、足場の組立・解体時の墜落防止のために手すり先行
工法の足場を検討してください。



労働安全衛生法等の保護対象に個人事業者等が追加され
たことに対応した現場管理を行いましょう！２

個人事業者等（※1）の業務上災害の防止、ひいては同じ場所で働く労働者の災害防止のため、労
働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護対象または義務の主体として位置づ
ける労働安全衛生法等の改正が行われています。改正内容は多岐にわたりますが、建設業の現場で求
めれられる措置の主なものがこちらです。

【改正により建設業の現場で求められる措置】
①特定元方事業者（建設業または造船業）は、同一の場所で作業する自社の労働者及び関係請負人の
労働者が一定数以上の場合に統括安全衛生責任者を選任し統括管理を行わせることが義務付けられて
いるところ、その対象に労働者以外の作業従事者(※2）も含めることとされました。
②建設業等の元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同一の場所で行われる場合
には、混在作業による労働災害防止のため作業間の連絡調整等の必要な措置を講じることが義務付け
られているところ、その統括管理の対象に個人事業者等による混在作業が追加されました。

法改正

（特定）元方事業者 （特定）元方事業者

＜作業間の連絡調整のイメージ＞

労働者

詳細はこちら↑
（厚生労働省HP）

③建設業の仕事を自ら行う注文者（元方事業者等）が建設物、設備又は原材料を、当該仕事の場所
においてその請負人に係る労働者に使用させるときには当該建設物等に労働災害防止のために必要
な措置を講じることが義務付けられているところ、この保護の対象に労働者以外の作業従事者も含
めることとされました。
（例）〇高さ２ｍ以上となる作業床、ピット等に墜落防止措置を講じること

〇法定基準に適合した型枠支保工を使用させること

※2「作業従事者」と
は、作業内容にかかわ
らず、事業者（個人事
業者含む）が行う仕事
の作業に従事する者の
ことをいい、労働者だ
けでなく一人親方や役
員等も含まれます。

１ 令和８年４月～法改正済の内容

２ 令和９年１月～法改正予定の内容

【R9.1.1～】
個人事業者等が業務上災害にあった場合の労働基準監督署長への

報告制度の創設
【R9.4.1～】
労働者と同一の場所で作業を行う場合に個人事業者等自身に①構

造規格や安全装置を具備しない機械等の使用禁止②特定機械等に
対する定期自主検査の実施③危険有害業務に就く際の安全衛生教
育の受講等を義務付け

【上記法改正の対象となる個人事業者等（作業従事役員等）のイメージ】

業種 労働者数

金融業
保険業
不動産業
小売業

50人以下

卸売業
サービス業

100人以下

上記以外の業種 300人以下

（中小事業者の範囲）

※１「個人事業者等」とは、個人事業者（労働者を使用せずに事業を行
う者）及び中小事業者の代表者や役員のことをいいます。



令和７年６月の労働安全衛生規則の改正により職場の熱中症対策が強化されています。

同改正は熱中症の症状等を重篤化させないために適切な対応が取られるよう体制整備等を
求めるものですが、令和８年３月に公表された熱中症リスクに応じた対策を講じるための
「職場における熱中症防止のためのガイドライン」に基づいた予防的取組もお願いします。

高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理などの必要
な措置を講じましょう！３

熱中症対策を講じましょう！４

労働安全衛生法の改正により、高年齢労働
者の特性に配慮した作業環境の改善、作業
管理などの必要な措置を講ずることが事業
者の努力義務とされています。これを受け、
令和８年２月に「高年齢者の労働災害防止
のための指針 （エイジフレンドリー指
針）」が策定されておりますので、同指針
に基づく対応をお願いします。

１. 安全衛生管理体制の確立等
２. 職場環境の改善
３. 高年齢者の健康や体力の状況の把握
４. 高年齢者の健康や体力
の状況に応じた対応

５. 安全衛生教育

指針の詳細や関係の補助金
のご案内はこちら➡
（厚生労働省HP）

指針で示された事業者が講ずべき措置

※参考となるフロー図を厚生労働省が示していますが、参考例であり、現場
の実情に合った内容にしましょう。

改正労働安全衛生規則に基づく現場での
適切な対応のための体制整備等

職場における熱
中症予防情報は
こちら➡
（厚生労働省
HP）

改正労働安全衛生規則に基づき、予め体制整備等を図るべき
対象となるのは「WBGT28度以上又は気温31度以上の環境
下で連続１時間以上又は１日４時間を超えて実施」が見込ま
れる作業

ガイドラインに基づく熱中症防止対策

滋賀労働局が行った
熱中症対策の関係団
体への要請・ガイド
ラインの紹介動画は
こちら➡
（滋賀労働局HP）
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